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２Ｉ１７ 

公的研究資金の配分におけるアディショナリティ 
 

吉田秀紀，佐々正（科学技術振興機構） 
 

緒言 

1970 年代前半から戦略研究（strategic research）と

いう概念が生まれ，1980 年代からは様々に取り上

げられるようになった[1-2]．政策目標を視野に入

れた研究であるという点で，戦略研究はとりわけ

政策立案者に注目され，例えば英国では 1975 年か

ら Directorate program を通して科学技術研究カウ

ンシルの予算を伸ばしていった [3]. 日本にもおい

ても戦略研究への注目が高まり，科学技術基本計

画の開始と同期して，1996 年，新規の戦略研究プ

ロ グ ラ ム で あ る CREST (Core Research for 

Evolutional Science and Technology)が開始された．

CREST では，卓越した科学技術を集積し，OECD

のフラスカティ便覧でいうところの「現在すでに

ある，あるいは将来顕現する可能性のある課題の

解決」を目指している[4]．社会経済の課題を解決

するために文部科学省が策定した“戦略目標”の

達成を目指した“研究領域”の設定とそのプログ

ラムオフィサーである“研究総括”の人選を資金

配分機関自らが行うという“トップダウン”性が，

CREST プログラムが戦略研究と分類される所以で

ある． 

CREST プログラムの評価としては，個々の課題

レベル，研究領域レベルといった階層的な評価に

加え，2009 年より終了 5 年後の研究領域に対する

“追跡評価”が行われている[5]．しかしながら，

これらの評価は研究成果そのものを科学技術と社

会経済の両面から浮き彫りにしているものの，資

金配分機関の支援や運営がどの程度，こうした成

果に貢献したかどうかを定量的に明らかにするの

は困難であった．取り分け基礎研究の評価におい

ては，公的研究資金がどの程度，研究成果やそれ

らの波及に対して寄与したかどうかを定量的に見

極めるのは困難を伴う．そこで本研究では，

Georgiou ら[6]が提唱してきた“アディショナリテ

ィ”，すなわち研究の成果に対して資金配分機関が

介在したことによって生じた差分を推量すること

で資金配分機関の寄与を明らかにすることとした． 

資金配分機関の寄与については Heinze らによる

先行研究がある．Heinze らは，科学研究の創造性

における組織的な影響と制度的な影響を調べ，小

規模の研究グループの方が創造的な成果を生み出

していることや研究資金の柔軟性が研究の大きな

進展に寄与したことなどを明らかにした[7]． 

また，資金配分機関のアディショナリティに関

しては，OECD が 2006 年に政府系研究開発費を受

けた企業のアディショナリティについて加盟国の

報告をまとめた例がある[8]．特に，オーストラリ

アの研究開発開始助成金(R&D Start Grant)を利用

した企業についての調査報告があり，これらの企

業すべてにおいて助成金を利用したことによりア

ディショナリティが生じたことが明らかにされて

いる． 

方法 

資金配分機関による支援・運営の効果を測り，特

に公的資金による戦略研究を支援する意義を具体

的に知るために，本アンケートの設計を行った．

先ず，約 500 報の研究終了報告書を調べ，それら

の中で言及されているCRESTプログラムに関する

コメントや提言を取り出し分類し，アンケートの

構成や項目を設計した．アンケートは CREST の元

研究代表者 429 名に対し行い，内 342 名から回答

を得た（回答率 80%）．アンケートでは，それぞれ

の研究プロジェクトでの成果に対してCRESTのア
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ディショナリティを把握するために大別して次の

ような 3 つの質問（全て選択式）を行った．  

1. CREST 研究開始時に全研究費において，

CREST の研究予算が占めていた割合はどれ

くらいでしたか？ 

2. CREST 研究開始前後で国内外の科学技術コ

ミュニティにおける位置づけは，それぞれ

どの様でしたか？  

3. 研究予算獲得，研究の進捗，科学技術にお

ける進展，社会経済への波及に対して，

CREST 研究によるアディショナリティはそ

れぞれどの程度ありましたか？ 

結果 

図 1.  全研究費における CREST 研究費の占める割合 

 

1 番目の問いについ

ては図 1 のように，

CREST 研究開始時の

全研究費の内の 60%以

上を CREST 研究費が

占めていたとする回答

者が最大多数（回答数

の 76.1%）を占めた．

このことから，CREST

研究費が各々の研究を

推進する役割を担って

いたことが分かる． 

問 2 については，図 2

に示したようにCREST研究開始前は 32%の回答者

が「国際的に新興的であり国内の研究者も比較的

少ない研究分野」，31%の回答者が「萌芽的な研究

分野で国内外にわたり潜行研究や類似研究の例が

稀少な研究分野」とした．これは，CREST 研究に

採択された研究者が比較的挑戦的な研究課題に取

り組んでいたことを示唆する．一方，CREST 研究

終了後は 60%の回答者が「当該研究領域の主要な

研究分野の一つであり，世界中の研究グループが

競争している研究分野」，12%の回答者が「社会経

済への波及が期待される研究分野で，企業などに

おいて関連した応用研究が進められている研究分

野」としており，CREST 研究を行ったことにより，

科学技術と社会経済のそれぞれにおいて進展や波

及が認められた．この結果は，CREST 研究の評価

に当たって科学技術／社会経済のどちらか一方の

みに焦点を当てて評価することは適切ではないこ

とを示唆している．すなわち，社会経済への波及

のみに着眼して，こうした目的基礎研究のプログ

ラムを評価した場合，実際の研究開発プロセスを

正しく現していない“リニアモデル”を前提とし

た議論に留まる恐れがある．従って，技術的課題

の解決を目指して基礎研究が生まれたり［9］，基

61-80%

81-100% 41-60%

21-40%
0-20%

萌芽的な研究分野で国内外に
わたり先行研究や類似研究の
例が稀少な研究分野

国際的に新興的である，国内

の研究者も比較的少ない研究
分野

当該研究領域の主要な研究分野
の一つであり，世界中の研究グ
ループが競争している研究分野

社会経済への波及が期待され
る研究分野で，企業などにおい
て関連した応用研究が進められ

ている研究分野

いずれにも該当しない

研究分野として確立されていない

独創的な研究分野
14.4%

5.9%

1.2%

12.1%

59.7%

14.7%

2.6%
1.2%

30.8%

19.4%

32.0%

0.6%

図 2 CREST 研究開始前と終了後における研究グループの科学的な位置 

CREST開始前 

CREST終了後 
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礎研究と応用研究が相互作用しながらお互い進展

していったりする［10-12］という現実の研究開発

のプロセスに即した評価を行うべきであろう． 

CREST のアディショナリティについて問うた問

3 では，図 3 に示すように CREST 研究を行ったこ

とにより研究予算獲得，研究進捗において特に大

きなアディショナリティが認められた．この結果

は，特にオーストラリアの研究開発開始助成金

（ R&D Start grant ） に お け る behavioural 

additionality の調査結果と基本的に一致する[8]． 

更に「CREST 研究を行っていなかった場合に研究

進捗が遅れていたであろう」とした回答者に対し

て，CREST 研究が研究進捗に貢献した理由につい

て問うたところ次のような結果が得られた．（括弧

内は回答者の割合） 

 質的に高い研究チームを編成すること

が出来た． (83.1%) 

 主要な研究機器を導入することが出来

た．(78.1%) 

 研究設備が増強されたことにより研究

を加速することが出来た．(59.2%) 

 量的に十分な研究チームを編成するこ

とが出来た．(56.9%) 

 この結果から，研究進捗の観点からは，多くの研

究者を擁することによる“量”としての効果より

は，質的に高いレベルの研究チームを編成できた

ことによる効果の方が高かったことがうかがえる．

これは，創造的な業績に対しては研究グループの

規模が小さい方が大きな影響を与えるという

Heinze の知見[7]と一致する． 

 次に，CREST プログラムにおける支援と運営の

寄与を重要性と有効性の両面から調べるために，

表 1 に示した 10 項目について問うたところ，それ

ぞれの重要性と有効性には相関が認められた． 

0
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50

60

70 その可能性が高かった

その可能性はあった

さほど影響はなかった

むしろマイナスに作用した

十分な研究資金
の獲得が出来

なかったであろう。
（n=341）

研究の進展
が遅れた

であろう。
（n=340）

専門的な
知識や技術

が十分に
獲得でき

なかった
であろう。
（n=335）

他の研究者

や研究機関
との連携が

進まなかった
であろう。

（n=338）

応用研究

への波及
が遅れた

（進まなかった）
であろう。

（n=331）

若手の

育成・教育
が進まな

かった
であろう。

（n=339）

製品化など

実用化への
進展が遅れた

（進まなかった）
であろう。

（n=324）

その他

（n=61）

図 3 CREST によるアディショナリティ 
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高い重要性・有効性が認められ

た“採択時の研究総括の目利き”，

“技術参事1の支援”，“研究資金の

柔軟性”の 3 項目については、そ

れらの有効性を更に具体的に照会

し、それぞれ表 2～4 のような結果

が得られた。 

結言 

本調査から次のような知見が得

られた． 

 殆ど全ての CREST 研究代

表者にとって，CREST 研究

開始持に CREST 研究費が

主要な研究費を占めていた． 

 およそ 60%の CREST 研究

者が国内外に研究者も少な

い萌芽的あるいは新興的な

研究に取り組んでいた． 

 特に研究予算，研究の進捗

において，CREST によるア

                                                  
1 研究総括の補佐として，研究領域の運営を行う．通常，

研究領域に 1 名．研究設備の導入，特許出願，シンポジ

ウム開催などから各研究代表者への日常的な支援を行う． 

ディショナリティが強く認められた． 

 CREST プログラムにおける資金配分機関の

支援・運営では，特に“採択時における研

非常に

重要
重要

非常に

有効
有効

採択時の研究総括の“目利き”(n=338) 70.1% 26.6% 60.7% 32.2%
研究総括による研究推進（研究領域運営）(n=339) 39.8% 52.2% 39.6% 48.3%
技術参事による支援(n=326) 33.4% 46.9% 36.6% 40.7%
研究スタッフの雇用（n=330) 70.0% 26.1% 69.5% 24.0%
研究費の柔軟性（n=331) 79.5% 18.7% 72.8% 22.0%
知的財産の管理（n=319) 23.2% 49.8% 19.0% 36.2%
研究成果の広報（n=319) 22.6% 59.2% 15.3% 54.3%
研究サイトの整備・提供（n=311) 20.3% 46.3% 17.2% 34.7%
シンポ ジウム ・研究交流会などの連携の機会創出

（n=325) 23.7% 56.9% 21.8% 49.8%

研究終了後に発生する成果展開（論文発表・特許の継

続維持など）への支援（n=325) 18.7% 54.5% 14.2% 38.4%

重要性 有効性

表  1 資金配分機関の支援・運営の重要性・有効性 

具体的な有効性（n=155) Percentage

設定された課題の科学的な重要性や達成の困難度に対する洞察力が優れていた点． 72.0%
提案時の研究業績というよりも研究提案の構想を重視して提案者の潜在能力を見出した点． 69.0%
これまでの研究業績に基づいた妥当な評価であった点． 52.3%
学問的な専門性が異なるにもかかわらず研究提案の本質を見抜いた点． 51.3%
設定された課題の社会・経済に及ぼす効果を考慮した点． 26.7%
合議型・摺り合わせ型の選考方式では選ばれ難い研究提案であったが，研究総括の裁量に
よって抜擢された点． 21.6%

その他 7.6%

具体的な有効性（n=217) Percentage

研究領域のシンポジウム，ワークショップ，研究交流会などの開催 71.4%
中間評価・事後評価における研究総括からの適切な助言や提案 64.5%
研究成果に対する研究総括の理解とそれに基づく予算措置や強化策などの具体的なアク
ション 64.5%

研究予算における研究総括の裁量権 58.1%
研究サイト訪問時の研究総括とのディスカッション 42.4%
日常的な研究総括との交流 26.3%
その他 4.6%

具体的な有効性（n=194) Percentage

緊急の研究予算措置など研究費支出に関わる支援全般 74.2%
CREST研究員，チーム事務員など研究スタッフの人事全般 74.2%
資金配分機関本部との連絡・調整 72.7%
研究総括や領域アドバイザーとのコミュニケーションの円滑化 66.0%
研究施設や研究装置など研究インフラに関わる支援全般 61.3%
特許出願，ライセンスなど知財に関わる支援全般 45.4%
論文発表や学会発表への支援 14.9%
その他 3.1%

表2　採択時の研究総括の目利き

表3　研究総括による研究推進（研究領域運営）

表4　研究費の柔軟性
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究総括の目利き”，“研究総括による研究推

進（研究領域運営）”，“研究費の柔軟性”の

重要性・有効性が浮き彫りとなった．  

 

政策含意と今後に向けて 

 CREST プログラムが開始されて約 15 年が経過し，

そこから生まれた研究成果に対して資金配分機関

が与えた影響を評価する最初の時機が到来した．

CREST の元研究代表者に対するアンケートから，

特に重要な要因として課題採択時の研究総括の役

割，研究総括による研究推進，研究資金の柔軟性

などが浮かび上がった．これらの機能は CREST プ

ログラム特有のものであり，その意味でこうした

プログラム設計とその後の事業運営が日本の戦略

研究の推進に貢献してきたことが，経験的あるい

は定性的ではなく定量的に改めて確認されること

となった．緒言で述べた通り，殊に政府系の公的

研究資金配分機関による科学技術研究の振興の評

価には研究成果に加えて、資金配分機関の寄与も

評価し，事業運営へフィードバックしたり説明責

任を果たしたりする必要がある．しかしながら，

これまでのピアーレビューを中心とした評価では，

いきおい研究成果に対する議論が中心になりがち

となり，研究成果への資金配分機関の寄与につい

ては有識者や利用者のコメントに基づく定性的な

レベルに留まっていた．本調査のような試みに加

えて様々な切り口から公的資金の配分におけるア

ディショナリティを測って，従来のピアーレビュ

ー評価を補完していくべきであろう． 

また，今回の調査では，1996～2005 年に発足し

たCREST研究領域に参画した元研究代表者を対象

にしたが，国立大学の法人化や日本版バイ・ドー

ル法の導入など日本の科学技術政策も 2000 年半ば

に大きな変革期を迎えており，これらに伴い

CREST 自体も様々な改善が行われてきたことから，

今後，この変化を同様な手法で測る必要もあろう． 
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